

















































Abstract: Although surety bond, as well as liability insurance, is one of the methods which establish 
firms’ financial responsibility for environmental risks and liability insurance is studied in many papers, 
there is no literature on the ability of surety bond to control environmental risks. This article analyzes the 
function of surety bond using the model in which wealth constraint is set more precisely than in the 
models used in the literature. The result shows that there is a chance that surety bond is superior to 
liability insurance as financial security for controlling environmental risks.        
















































































































































を ( )zB ，有害物質の排出量をv，有害物質排出に伴い事
故が発生する確率を ( )vf ，事故発生の場合の企業の法律
上の責任額を ( )vl ，防災費用を ( )v,zA ，事故が生じたと





てん補限度額をLとしたときのてん補金を ( ) =vC  
( ) ( ) ( ) ( ){ }[ ]00 ,vQv,zAzBpzwvmax,Lmin +++−−l  (1)    
とした。事故があった場合の企業の資産を aw ，無事
故の場合の企業の資産を bw とすると 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )vQvCvv,zAzBpzwwa −+−−−+= l0   (2) 
( ) ( ) ( )vQv,zAzBpzwwb −−−+= 0                (3) 
(1)式，(2)式より ( ) ( ){ }[ ]0,wvCmax,LminvC a−= となる
が，この式より， 0>aw のとき ( ) 0=vC      (4) 
を得る。(4)式に注意すると， 0>aw の（資力不足でな
い）ときの企業の期待資産 1Ew は， ( ) ( ){ } ba wvfwvfEw −+= 11 ( )zBpzw −+= 0  
( ) ( ) ( ) ( )vQvvfv,zA −−− l        (5) 
0≤aw の（資力不足の）ときの企業の期待資産 2Ew は，
企業にとって負の資産は存在しないことから， 
( ) ( ){ } bwvfvfEw −+×= 102  
( ){ } ( ) ( ) ( ){ }vQv,zAzBpzwvf −−−+−= 01     (6) 
となる。ところで， 
01 =∂∂ zEw ⇔ ( ) 0=∂∂−′− zAzBp        (7) 
02 =∂∂ zEw ⇔ ( ){ } ( ){ } 01 =∂∂−′−− zAzBpvf   (8) 
であるが，(7)式と(8)式とは同値であるので，企業が最適
化行動をとるとき，資力不足であろうとなかろうと，双
方とも， zは，同じ関数 ( )vz で表すことができる。 
このとき企業の利潤を ( ) ( ) ( )( ) ( )( )v,vzAvzBvpzv −−=π  
とおき以下においては ( ) ( )v,zAzBpz −− の代わりに
( )vπ という表記を用いる。 
１．２ 仮定 
生産費用に関する仮定： ( ) 0>′ zB ， ( ) 0>′′ zB       (9) 
防災費用に関する仮定： 0>∂∂ zA ， 022 >∂∂ zA ， 
0<∂∂ vA ， 022 >∂∂ vA ， 02 <∂∂∂ vzA          (10) 
なお， 02 <∂∂∂ vzA の仮定は，有害物質の排出量が大き
くなれば，生産量の増加に伴う防災費用の増加の程度が
小さくなるという仮定である。 
責任額に関する仮定： ( ) 0>′ vl ， ( ) 0>′′ vl         (11) 
事故発生時の企業の資産に関する仮定：以下を満たすv
が存在するものとする。 




事故発生確率に関する仮定： ( ) 0>′ vf ， ( ) 0>′′ vf  (13) 





利潤に関する仮定： ( ) 0<′′ vπ                    (14) 
この仮定は，有害物質を一種の生産要素と見たときに，
収穫逓減が成立しているということである。なお，







定義 2 本論における完全情報下とは保険会社が v，
( )vl ， ( )vf のすべてを知っている状況とする。不完全情
報下とは，完全情報下でない状態で，保険会社が企業の
リスク ( ) ( )vvf l を把握できない状況とする。 
定義 3 完全情報下における保証料は次のとおりとする。 




定義 4 不完全情報下の保証料は定額とした。 
λ=Q ， .const:λ である。不完全情報下においては，保
険会社は企業のリスクを把握することができないため，
定額の保証料を提示するものとした。 
定義 5 *v は， 1Ew を最大化する有害物質の排出量であ
る。このときの 1Ew の最大値を 1MEw とする。また，こ
のとき，社会的厚生が最大化されることから企業の注意
水準が最適となる。つまり， *v は有害物質の最適排出
量である。(4)式，，定義 3，定義 4より(5)式の ( )vQ は定
数となるので *v はボンドの有無に影響されない定数と
なる。 




sw ，過失責任の場合のその値を nw とする。つまり，
21 MEwMEw = を満たす 0w を sw とし， 23 MEwMEw =
を満たす 0w を nw とする。なお， *v を最適排出量とす







取る正味の金額を実てん補金 rC ということとする。 





が 0 以下であるという制約条件の下に 2MEw を求める。
企業は， 1MEw と 2MEw のどちらが大きいかを確認し，
大きな方の期待資産を実現する有害物質の排出量を採用





1=p ， ( ) 20020 z.zB = ， ( ) 2210 vz.v,zA = ， ( ) 2vv =l  




( ) ( )∫= v. dttgvf 50
0
 ただし， ( ) 00 =⇒= tgt ，
( ) ( ){ }22 2
2
10 σμσπ −−=⇒> tlnexptgt である。 
なお，μ は， ( )v.ln 50 の平均値，σ は， ( )v.ln 50 の標












0 もしくは， ( ) ( ) ( )vvQvwwa l−−+= π0 （ 0> ）となる。
ボンドが付帯されていないときの事故発生時の資産は，

















(6)式の ( )vQ を削除した式を使って， 02 =dvdEw の両
辺を全微分すると(13)式，(14)式より 
00 <dwvˆd                   (17) 
が，包絡線定理を用いると ( )vˆfdwdMEw −= 102  
020301 1 dwdMEwdwdMEwdwdMEw >==    (18) 
が得られる。企業は前述のとおり，厳格責任の下では，
2MEw と 1MEw の大きさを比較し，過失責任の下では，
2MEw と 3MEw の大きさを比較し大きな方を実現する
v を選択する。したがって， 00 =w のときに，
12 MEwMEw > かつ 32 MEwMEw > であれば，(18)式に
より，ただ 1 つの sw ， nw が存在することとなる。な
お， 31 MEwMEw < であるから， sw > nw が成立する。 
ボンドが付帯されていない場合の初期資産の変化に














り， ( ) ( ){ } ( ){ }vfCvfvQ r −+= 1ρ        (19) 
が得られるので，それを (6)式に代入して，
02 =dvdEw を求めると 
( ) ( ){ } ( ){ } ( ) ( ) 010 =′−′−++′− rCvˆfvˆvˆfvˆwvˆf ππ  (20) 
が得られる。(20)式の両辺を 0w ， rC で全微分すること






























注意水準が移行するときは， 12 MEwMEw = が満たされ
ているが，この式が成立しているときの実てん補金 rC と
初期資産 0w の限界代替率を求める。(5)式，(6)式，(19)
式，より， 12 MEwMEw = は， 
( ){ } ( ){ } ( ) ( )*vwCvˆfvˆwvˆf r ππ +=−+− 001
( ) ( )*v*vf l−                 (22) 
と同値となる。 *v が定数であって，(22)式の左辺を vˆで
偏微分した値（ vEw ∂∂ 2 に vˆv = を代入した値）が 0に
なることに注意して，(22)式の両辺を 0w ， rC ， vˆ，で
全微分すると， 10 −=rdCdw          (23) 
が得られる。過失責任の場合も同様のロジックにより
(23)式を得ることができる。つまり，(21)式，(23)式より



























( ) ( ) ( ) ( )vvfvwEw l−+−= πλ01                (24) 
( ){ } ( ) ( ){ }vwvfEw πλ +−−= 02 1                (25) 
となる。次に過失責任が適用されるときの 3MEw は， 
定義 7より 
( ) ( )*vwMEw πλ +−= 03               (26) 
となる。ところで，(24)式～(26)式は，ボンドが付帯さ
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